　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料11の②）
　　　　運用指針別紙２（移行年度の処理概要）
1．共通事項（各会計基準から新会計基準への移行）
　　（１）拠点区分ごとに貸借対照表期首残高の科目組替え（別紙①～別紙⑧及び別紙⑬）
　　（２）移行初年度の前年度対比　⇒前年度欄の記載不要

　　（３）移行に伴う過年度損益⇒移行年度期首に処理仕訳
　　　　　①　原則：P/Lの特別収益の「その他の特別収益」に中区分科目
　　　　　　　　　　P/Lの特別費用の「その他の特別損失」に中区分科目
　　　　　　　　　　C/Fの「その他の活動による収入」に中区分科目

　　　　　　　　　　C/Fの「その他の活動による支出」に中区分科目

　　　　　　　　　　修正項目ごとに性格を明らかにする名称を付した科目設定

　　　　　

　　　　　②　例外：P/Lのサービス活動外収益の「その他のサービス活動外収益」に中区分科目
　　　　　　　　　　P/Lのサービス活動外費用の「その他のサービス活動外費用」に中区分科目
　　　　　　　　　　修正項目を一括して「会計基準移行に伴う過年度修正額」を設定
　　　　　　　　　　一括科目記載の場合、内訳明細を注記する。
２．旧会計基準からの移行

　（１）　事業区分・拠点区分・サービス区分の設定

　（２）　拠点区分別の貸借対照表残高の集計　←経理区分別貸借対照表を利用

　　　　　
　（３）有価証券に係る調整　⇒上記１の（３）の科目にて処理
　　　　①　満期保有目的以外の有価証券
　　　　　　　　市場価額のあるもの：時価

　　　　　　　　市場価額のないもの：取得価額

　　　　②　満期保有目的の有価証券

　　　　　　　　債券金額と購入金額が異なるもの：償却原価法

　（４）フアイナンス・リース取引（リース契約日が移行年度開始前）
　　　　①　第１法

　　　　　ア　リース取引開始時から移行年度期首までの減価償却累計額を算出
　　　　　イ　リース料総額からアを控除した金額＝リース資産

　　　　　ウ　未経過リース料残高相当額（利息相当額控除）＝リース債務

　　　　　エ　イとウの差額＝過年度損益
　　　　②　第２法

　　　　　ア　移行年度期首の未経過リース料残高相当額（利息相当額控除）＝取得価額

　　　　　イ　移行年度期首に取得したものとして、アの金額をリース資産に計上

　　　　　ウ　未経過リース料残高相当額（利息相当額控除）＝リース債務

　　　　③　第３法
　　　　　所有権移転外フアイナンス・リース取引は、リース契約終了まで賃貸借処理可

　（５）退職給付引当金

　　　　①　退職共済預け金＝掛金累計額　退職給与引当金＝期末要支給額の場合

　　　　　　　⇒　そのまま

　　　　②　退職共済預け金＝退職給与引当金＝期末要支給額の場合

　　　　　　　⇒　そのまま

　　　　③　退職共済預け金＝退職給与引当金＝掛金累計額の場合
　　　　　　　⇒　そのまま

　　　　④　法人独自の退職金制度を設けている場合
　　　　　　　⇒　退職給付会計基準適用（運用指針Ⅰ20）
　　　　　　　→　会計基準変更時差異は15年償却にて、毎年均等額を引当金繰入
　（６）その他の引当金（３引当金以外）の全額取崩し　⇒上記１の（３）の処理
　　　

　（７）第４号基本金の全額取崩し　⇒「繰越活動増減差額の部」に計上

　

　（８）国庫補助金等特別積立金取崩額の調整計算（平成19年以前取得の固定資産）

　　　　①　減価償却計算上の残存価額は10％

　　　　②　国庫補助金等特別積立金取崩計算の残存価額は０円
　　　　　　⇒②の残高を①と同じ計算方式にて再計算し差額を上記１の（３）の処理
　　　　　　⇒重要性が乏しい場合には、上記１の（３）の処理不要
　（９）設備資金借入金元金償還補助金に係る国庫補助金等特別積立金の計上（設定）
　　　　　　ア　移行年度期首までに入金済補助金合計

　　　　　　イ　移行年度以後に入金予定の補助金合計

　　　　　　ウ　償還補助金総額＝ア＋イ
　　　　　　エ　補助金対象固定資産の取得価額

　　　　　　オ　補助金対象固定資産の移行年度期首までの減価償却累計額

　

　　　　①　原則法：アー【ウ×（オ÷エ）】⇒上記１の（３）の処理
　　　　　

　　　　②　移行時の特例（重要性が乏しい場合）
　　　　　　　A法　補助金対象固定資産の耐用年数がほぼ経過済み　⇒計上不要

　　　　
　　　　　　　B法　移行年度以後の入金の都度入金額を積立て、
　　　　　　　　　　移行年度以後の各年度の取崩額＝イ÷特定資産の残余耐用年数

　　　　　　　C法　移行年度以後の入金の都度一旦積立て、同じ年度に全額取崩す方法　
　
　（10）旧会計基準の勘定科目と新会計基準の勘定科目の異動
　　　　　　⇒「旧基準と会計基準の勘定科目比較表」（別紙①）を参照

　　　　　・１年基準振替科目の分解

　　　　　　　　「１年以内回収予定長期貸付金」

　　　　　　　　「１年以内回収予定事業区分間長期貸付金」

　　　　　　　　「１年以内回収予定拠点区分間長期貸付金」

　　　　　　　　「１年以内返済予定設備資金借入金」

　　　　　　　　「１年以内返済予定長期運営資金借入金」

　　　　　　　　「１年以内返済予定リース債務」

　　　　　　　　「１年以内返済予定事業区分間借入金」

　　　　　　　　「１年以内返済予定拠点区分間借入金」

　　　　　　　　「１年以内支払予定長期未払金」　

　　　　　・未収金　→「事業未収金」・「未収金」・「未収補助金」・「未収収益」

　　　　　・前払金　→「前払金」・「前払費用」

　　　　　・未払金　→「事業未払金」・「その他の未払金」・「未払費用」

　　　　　・預り金　→「預り金」・「職員預り金」

　　　　　・前受金　→「前受金」・「前受収益」

　　　　　・その他の固定資産　

　　　　　　　　　　→「リース資産」・「ソフトウエア」・「長期預り金積立資産」

　　　　　　　　　　　「差入保証金」・「長期前払費用」・「その他の固定資産」

　　　　　・短期貸付金→「短期貸付金」・「事業区分間貸付金」・「拠点区分間貸付金」

　　　　　・短期運営資金借入金

　　　　　　　　　　　→「短期運営資金借入金」・「事業区分間借入金」・「拠点区分間借入金」

３．その他の会計基準からの移行：省略
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